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11　中間貯蔵施設について

⑴　概　　要
　福島第一原発事故により放出された放射性物質を取り除くため、福島県内の除染に伴
い発生した土壌や廃棄物等を最終処分までの間、安全に集中的に貯蔵するために、国は
大熊町・双葉町で中間貯蔵施設の整備・運営を行っている。
　また、県内に仮置きされている除去土壌等（帰還困難区域を除く）の搬入は平成27年
３月に開始され、令和３年度末までにおおむね完了している。令和４年度以降は、特定
復興再生拠点区域等において発生した除去土壌等の搬入が進められる。
　県では、国、県、大熊町及び双葉町と締結した安全協定に基づき、中間貯蔵施設が安
全に整備・運営されるよう、施設や除去土壌等の輸送における状況確認やモニタリング
を実施している。

⑵　中間貯蔵施設に係る経緯
平成23年
８月27日 国が福島県に対し、中間貯蔵施設の県内への設置について協力を要請

平成23年
10月29日

国が中間貯蔵施設等の基本的考え方を公表
＜主な内容＞
・�　中間貯蔵施設の確保及び維持管理は国が行う
・�　仮置場の本格搬入から３年程度を目途として施設の供用を開始するよう

最大限努力する
・�　福島県内の土壌・廃棄物のみを貯蔵対象とする
・�　中間貯蔵開始後30年以内に、福島県外で最終処分を完了する

平成23年
12月28日 国が福島県及び地元町村に対し、中間貯蔵施設の設置について検討を要請

平成24年
11月28日 福島県知事が、地元への丁寧な説明等を条件として調査を受入れ

平成25年
１月～ 国が調査のための住民説明会を開催

平成25年
４月～ 国が地元の理解を得て、現地調査（ボーリング調査等）を実施

平成25年
12月14日

調査結果等を踏まえ、国が福島県及び双葉町、大熊町、楢葉町に対し、中間
貯蔵施設の受入れを要請

平成26年
２月12日

福島県知事から国に対し、施設の配置計画案の見直し（中間貯蔵施設の大熊
町及び双葉町への集約）等を申入れ

平成26年
３月27日 福島県知事の申入れに対し、国が当該２町に集約すること等を回答

平成26年
４月25日

国が福島県、大熊・双葉両町に対し、生活再建・地域振興策等について追加
回答を行うとともに、速やかな住民説明会の開催を改めて要請
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平成26年
５月～６月

国が中間貯蔵施設について住民説明会を開催（全16回（福島県内10回、県外
６回））

平成26年
８月25日

福島県知事、大熊・双葉両町長との会談
両町に県独自の中間貯蔵等に関する財政措置（交付金）の考え方を提示

平成26年
９月１日

福島県知事、大熊・双葉両町長と環境大臣、復興大臣との会談
福島県知事より中間貯蔵施設の建設受入れの容認、大熊町及び双葉町の両町
長より知事の考えを重く受け止め、地権者への説明を了承する旨を国に対し
伝達

平成26年
９月～10月 国が地権者説明会を開催（全12回（福島県内９回、県外３回））

平成26年
11月19日

県外最終処分の法制化に対応する改正 JESCO法「中間貯蔵・環境安全事業
株式会社法」が成立（平成26年12月24日施行）

平成27年
２月８日 国から福島県知事へ県の確認項目（法制化等５項目）等に対する回答

平成27年
２月25日

福島県知事・大熊、双葉両町長と環境大臣、復興大臣との会談
福島県より国に対し、中間貯蔵施設への搬入受入れの容認を表明
大熊、双葉両町長より国に対し、３月12日以降の搬入開始等を申入れ
国、県、大熊・双葉両町による中間貯蔵施設の周辺地域の安全確保等に関す
る協定を締結

平成27年
３月13日 中間貯蔵施設への除去土壌等の搬入開始

平成28年
３月27日 環境大臣が中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」を公表

平成28年
12月９日

国が平成29年度の輸送量を50万㎥程度とし、平成30年度の輸送量に対応でき
る施設整備に着工することなどを明記した「平成29年度の中間貯蔵施設事業
の方針」を公表

平成29年
10月28日 土壌貯蔵施設への貯蔵を開始

平成29年
11月21日

国が平成30年度の輸送量を180万㎥程度とし、平成31年度は400万㎥を目指す
とする「平成30年度の中間貯蔵施設事業の方針」を公表

平成30年
12月６日

国が帰還困難区域を除き、2021年度末までに除去土壌等の概ね搬入完了を目
指すこと、2019年度の輸送量を400万㎥程度とする「2019年度の中間貯蔵施
設事業の方針」を公表

平成31年
１月31日 国が大熊町に「中間貯蔵工事情報センター」を開所

令和２年
１月16日

国が帰還困難区域を除き、令和３年度末までに除去土壌等の概ね搬入完了を
目指すこと、令和２年度の輸送量を前年度と同程度とする「令和２年度の中
間貯蔵施設事業の方針」を公表

令和２年
３月30日 中間貯蔵施設における除去土壌と廃棄物の処理・貯蔵の全工程で運転を開始

令和２年
12月11日

国が帰還困難区域を除き、令和３年度末までに除去土壌等の概ね搬入完了を
目指すとともに、特定復興再生拠点区域において発生した除去土壌等の搬入
を進めるとする「令和３年度の中間貯蔵施設事業の方針」を公表
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令和３年
５月23日

国が除去土壌等の県外最終処分にかかる全国民的理解醸成活動の一環とし
て、「福島、その先の環境へ。」対話フォーラムを初開催（令和３年度に４回
開催）

令和４年
１月18日

国が特定復興再生拠点区域等で発生した除去土壌等の搬入を進め、県外最終
処分に係る経緯や必要性及び減容再生利用の必要性、安全性等に関する理解
醸成活動を全国に向けて推進するとする「令和４年度の中間貯蔵施設事業の
方針」を公表

令和４年
３月

県内に仮置きされていた除去土壌等（帰還困難区域を除く）の搬入がおおむ
ね完了

⑶　中間貯蔵施設事業の流れ

出典：「中間貯蔵施設情報サイト（環境省）」
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（（２２））中中間間貯貯蔵蔵施施設設事事業業のの概概要要  

  

 

      出展：「除去土壌などの中間貯蔵施設について(環境省)」 

 

2018年 12月時点での各施設の整備の想定範囲を
示したものであり、図中に示した範囲の中で、地

形や用地の所得状況を踏まえ、一定のまとまりの

ある範囲で整備していくこととしています。また、

用地の取得状況や施設の整備状況に応じて変更の

可能性があります。 

※保管場等とは、除去土壌や灰等の保管場、解体物等の置場、輸送車両の待機
場等に加え、現段階では整備する施設の種類を検討中の用地を含みます。 

出典：「除去土壌などの中間貯蔵施設について（環境省）」
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⑷　今後の中間貯蔵施設事業の流れ

輸送 施設 県外最終処分（８つのステップ※）

平成27年３月～

県内仮置場から
の概ね搬入完了

ステップ１
国内外の研究・技術開発の動向把握

ステップ２
今後の研究・技術開発の方向性検討等

ステップ３
研究・技術開発の推進等

ステップ４
減容化、再生資源化等の可能性の検討
等を踏まえた最終処分の方向性検討

ステップ５
最終処分地に係る調査検討、調整

ステップ６
最終処分地の整備

ステップ７
最終処分地への搬入

中間貯蔵開始後
30年以内

（2045年３月まで）

ステップ８
最終処分完了

※出典：「中間貯蔵施設等に係る対応について」（平成26年7月　環境省・復興庁）
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